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１．背景 

 平成２３年に環境影響評価法が改正され、新たに配慮書手続きが導入された。この配慮書手続きは、事業に

係る環境の保全について適正な配慮がなされるためには、可能な限り早期の段階において環境の保全の見地か

らの検討を加え、事業に反映していくことが望ましいという指摘が以前からあったことから追加されたもので

あり、方法書の作成前の手続として対象事業に関する位置・規模や施設の配置・構造等の計画の立案段階にお

いて環境の保全のために配慮すべき事項（計画段階配慮事項）について検討し、その検討の結果についてまと

めた配慮書を作成する手続を法に位置付け、その結果を踏まえたうえで方法書以降の手続を行うものである。 

２．目的 

 配慮書における複数案の設定の考え方 1)は、環境省により示されている。本稿では、道路事業と道路事業以

外の事業特性の違いをふまえつつ、参考となる技術的知見を得ることを目的として、これまでに作成された配

慮書を調査し、配慮書の記載事項のうち道路事業と道路事業以外の事業における複数案設定の考え方について

比較を行った。 

３．対象事業 

 調査対象とした配慮書は、都道府県・政令市および、環境省「環境影響評価情報支援ネットワーク」、経済

産業省「発電所 環境アセスメント情報サービス」の各ウェブサイトから、平成 29 年 3 月 31 日現在で公表が

確認できた 112 事例と改正法施行前に自主的に配慮書手続きを行った 1 事例を合わせた 113 事例（表 1）とし

た。ただし、発電所の計画段階環境配慮書については、縦覧期間終了後は非公開となるため、配慮書の内容が

確認できたのは一部の事業だけである。 

表１ 配慮書の事業種別件数（平成 29 年 3 月 31 日現在）2) 

道路 鉄道 土地区画整理 飛行場 公有水面埋立 発電所 計 

6 1(2)※ 1 1 2 101 112(113) 

※（）内は改正法施行前に自主的に配慮書手続きを行った事業を含んだ件数 

４．道路事業の配慮書の特徴 

 道路事業においては６事業とも、いずれも２～３のルート帯の複数案を設定していた。道路事業、特に国直

轄事業においては「構想段階における道路計画策定プロセスガイドライン 3)」（図１）にしたがって行われる

計画段階評価手続きと兼ねて配慮書手続きが行われている。したがって、複数案の設定および比較評価は計画

段階評価のプロセスで実施され、そのうち環境面の評価が配慮書手続きであると位置づけられている。 

５．道路事業以外の配慮書の特徴 

 これまで手続きが完了した配慮書の中では、発電所事業、特に風力発電事業が圧倒的に多い。発電所の環境

影響評価の技術的事項を定める経済産業省令 4)においては、複数案の設定が他事業の「位置等に関する複数案

の設定」と異なり「構造等に関する複数案の設定」とされている。これは、発電所事業が具体化した時点で位

置、規模等を決定・公表した後に、配慮書手続を開始することが一般的であると想定されている 5)ためである。
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また、発電所事業の複数案の設定につい

て、「構造、配置の複数案を適切に設定す

るものとするが、その事業特性から（中

略）設定が難しいことがある。」5)とされ

ている。 

 なお、発電所以外の事業においては、

道路事業と同様に「位置等に関する複数

案の設定」をするか、設定しない理由を

明らかにすることが定められているが、

民間会社が事業者となっている鉄道事業

の２事業については、いずれも複数案の

設定がなされていなかった。 

６．考察 

 配慮書の複数案の設定の考え方につい

ては、公共事業と民間事業の間に大きな

違いがあると考えられる。民間事業にお

いては、事業化の検討が十分に行われ環境影響評価手続きが完了し、許認可等が得られればすぐ着工する前提

で配慮書手続きに着手する傾向があるのに対して、公共事業においては、合意形成プロセスの一環で環境影響

評価手続きが行われ、手続きが完了しても即座に事業が開始されるとは限らない点が要因であると考えられる。

そのため、民間事業においては、複数案の設定が行われないか、複数案が設定されたとしても位置や規模は同

一で構造や形状など異なる差異が比較的小さな複数案が設定される傾向にある。 

 一方、道路事業においては、概ねの幅が 250m～1km 程度のルート帯を決定する段階で配慮書手続きを行う

ため、発電所事業などと比較すると早期で計画熟度が低い段階である。このことは、環境影響の回避・低減の

しやすさでは有利に働くが、環境影響の評価が困難か、定性的な評価あるいは精度の低い評価とならざるを得

ない点で、技術的困難が伴うことが課題である。 

７．まとめ 

 同じ配慮書手続きであっても、事業種別の特性によって手続き実施時の事業の計画熟度が異なることにより、

複数案設定の考え方も異なっていることと考えられる。そのため、環境影響の評価についても、民間事業が主

の発電所事業や鉄道事業では道路事業と大きく異なっていることが示唆された。 

 今後は、計画熟度の違いを考慮しつつ、参考になる技術的知見を相互に取り入れていくことが必要である。 
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図１ 道路計画策定プロセスの枠組み 3) 
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